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１． 東日本大震災における被害 

東日本大震災においては、体育館、音楽ホール

等の多数の建築物において天井が脱落し、かつて

ない規模で被害が生じた。またショッピングセン

ターに設置されていたエスカレーターが落下する

という被害が複数発生した。これらの対策につい

ては、現在、建築基準法に基づく技術基準として

は明示されていない。 

国総研等で行った被害調査及び平成23年度に国

土交通省補助事業「建築基準整備促進事業」にお

いて行われた調査等を踏まえ、天井脱落対策に係

る技術原案及びエスカレーター落下対策に係る技

術基準原案を国総研において作成し、平成24年7

月31日からパブリックコメントに付した1)2)もの

である。 

  

写真 体育館における天井脱落被害の例 

 

２． 技術基準原案 

(1)天井脱落対策に関する技術基準原案 

吊り天井を対象とし、6m以上の高さにある200

㎡以上の天井を対象として設定した。具体の仕様

を設定する仕様基準、スペクトル法等による計算

による基準、構造躯体と一体的に高度な構造計算

を行う場合の基準を提示した。 

(2)エスカレーター落下対策 

 十分な「かかり代」を設けるため、「かかり代」

は昇降高さ（揚程）の1/40以上を原則とする等の基

準を提示した。 

 

３． 今後の予定 

 9月15日まで意見募集を行い、提出された意見を踏

まえ、国総研に設置した建築構造基準委員会（委員

長 久保哲夫 東京大学名誉教授）において審議す

る等の更なる検討を行っているところである。 

 今後、とりまとめた技術基準原案を踏まえ、建築

基準法に基づく技術基準として、所定の手続きを経

て定められる予定である。 

図 現状と天井脱落対策に係る技術基準原案の比較 

 

【参考】 

1)「建築物における天井脱落対策試案」に関するご意見募

集について 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/kisya/journal/ki

sya20120731_2.pdf 

2)「エスカレーターの落下防止対策試案」に関するご意見

募集について 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/kisya/journal/ki

sya20120731_1.pdf 

  現状 技術基準原案による例 
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１．はじめに 

2010年10月に、公共建築物等における木材の利用

の促進に関する法律が施行された。これに鑑み、国

総研では、木造3階建て学校に関する建築基準法の防

火関係規定の見直しに必要なデータを収集し、基準

原案を作成するための研究を開始した。 

 

２．準備実験の目的 

2012年2月22日、国総研敷地において木造3階建て

学校実大火災実験（予備実験）を実施し、その結果、

以下の課題が明らかとなった。 

・1階出火室から外部開口を通じた早期の上階延焼（2

階へは点火後約4分、3階へは点火後約6分） 

・防火壁を通じた早期の延焼（1階で点火後約18分） 

・防火壁が自立できずに倒壊（点火後96分） 

 これらの課題に対して、 

・柱や梁、床を除く建物内装の不燃化、 

・外壁の開口上部へバルコニーや庇の設置、 

・防火壁を構造的に独立させ、防火扉を変更する 

等の対策を計画し、再度の実験によりその効果を確

認し、併せて、延焼経路、建物周辺へ及ぼす影響、

長時間の火災が継続した場合の試験体の構造躯体へ

の影響等を評価するためのデータを収集することに

なり、実大火災実験（準備実験）を、2012年11月25

日に岐阜県下呂市で実施した。実験建物は、建築面

積約310m2、延べ面積約850m2、１時間準耐火構造に

より建設した。 

 

３．準備実験の結果概要  

 出火室では、点火後、火源の成長は局所に止まり、

室全体の火災に成長しなかったため、点火後50分に

出火室内の収納可燃物に再着火した。その後、火源

は徐々に成長し、点火後約89分に室内全体に延焼拡

大し、外部開口から火炎が噴出した。 

出火階（1階）から2階への延焼は、2階床を通じて

点火後約129分に起き、3階への延焼は、点火後約139

分に外部開口を通じて起きた。3階への延焼が確認で

きた後、点火後142分の時点で消火を開始した。 

この結果より、外部開口を通じた早期の上階延焼

が防止でき、出火室から階段室への延焼と防火壁を

通じた延焼が起きなかったこと、出火室内の柱は、

実験終了後、表面から5～6cmの深さまで炭化したも

のの、試験体が倒壊せず、防火壁の倒壊もなかった

ことから、予備実験での課題に対する対策の有効性

が確認でき、各種のデータも収集することができた。 

 

４．おわりに 

予備実験および今回の準備実験の結果を踏まえて

仕様や実験方法を調整した上で、2013年度には基準

化を想定した建物仕様による実大火災実験を再度行

い、基準原案をとりまとめる予定である。 

 

【参考】 

予備実験および準備実験の結果、ビデオ映像等の

概要については、下記URLをご参照いただきたい。 

http://www.nilim.go.jp/lab/bbg/kasai/h23/top.htm 

写真 2階に延焼した点火後137分時点の様子 
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